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フレックスタイム制の

概要と若干の問題点

堂 俊 彌高

フレックスタイム制(Flexibleworkinghours, Flextime, gleitende

Arbeitszeit, Gleitzeit)といわれるものは, 1967年に西ドイツの航空機製

造会社メッサーシュミット社(Messerschmitt-B61kow-BlohmGmbH)で

本社の管理部門と研究開発部門の職員3000人を対象にして実施されたものが
（1）

最初であった。その後この制度は，西ドイツ， フランス， イギリス，スイス，

イタリアなどの西欧諸国で急速にひろまり，なかでも西ドイツではすでに

3,000企業がこれを採用しているといわれ， ここ2～3年のうちには，全企

業の25～30％に普及し， さらに数年のうちには殆んどの企業や官庁で実施さ
（2）

れるようになるだろうといわれているほどである。

わが国では48年1月にルフトノ､ンザ航空日本支社が最初に採用したのに続

いて，田村電機で48年10月から導入され， その後， 49年上半期までに29社が
（3）

実施しさらに20社以上が計画中であると指摘されている。

(1) MichaelWade, FlexibleWorkingHoursinPractice. 1973. q.11.

（2） 花見忠・山口浩一郎「フレックスタイム」昭50日本経済新聞社77ページ。同書

はフレックスタイムに関するわが国での最初のまとまった単行本で詳細な調査に

もとずく好著である。以下，本稿は同書に教えられるところが多い。

（3） 前掲書， 183ページ。
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このようにわが国の場合は， まだ導入されて日が浅いため，限られた分野

でしか具体化されないけれども， ヨーロッパでの情況と経過を見ながらそれ

らが着実に普及してきた背景を吟味すれば，やがてわが国においてもこれに
（4） 。

少なからぬ関心がむけられるであろうことが想像される。このような意味か

ら本稿では， フレックスタイム制の先進的な経験を通して， その実施をめくﾞ

るいくつかの問題点をとりあげ，わが国における今後のとり組みに対する参

考に資したいと考えたのである。

資料（わが国で紹介されたフレックスタイム制に関する主な論文・著書，発表年次

順｡）

孫田良平他（座談会）画期的なく労働哲学＞への期待 マネジメント384号48．6

－フレックスタイムの実態と導入の条件一

花見忠・孫田良平他（座談会） フレックス・タイムの現状と導入の問題点

労務事情270号48．6

藤田至孝 フレックス．タイム制の導入の必要性と条件関西経協27巻7号48．7

（特集） 田村電機のフレックスタイム制 労務管理通信13巻20号48．8

山口義男 フレックス．タイムと有給教育休暇 同盟181号 48．8

一ヨーロッパにおける新しい労働基準一

石田磯次 フレックス．タイムの実態とその導入の考え方経営者27巻8号48．8

佐野厚 フレックスタイム－欧州の現状と導入の問題点

人事院月報273号48．11

（4） 48年1月からのルフトノ､ンザ日本支社における実験的採用を契機にして,政府，

業界の関心が高まり， この年の4月には労働省がフレックスタイム制の導入をめ

ぐって， 労働基準法と関連する諸問題を含む本格的な検討に入ったし，民間で

も，綜合労働研究所が8月から9月にかけて，大企業の労務担当者を主体とした

欧州フレックスタイム調査団の派遣を決定している。 （日本経済新聞， 48.4.16）

また， このような動きと並行して48年6月にまとめられた通産省の「70年代の

新労働政策のあり方」のなかでも， 「知識集約化時代の人間と産業の調和」をは

かるために，新しい労働環境を整える必要から，創造性や自主性を高めるべき

「能力開発対策」の充実や「フレックスタイム制」の導入が示唆された。 （日本

経済新聞， 48.6.2）

なお，同年末における，いわゆる石油危機の深刻化のなかで，労働大臣が石油

危機対策としてマイカー出勤の自粛と，これに伴う通勤難防止のために， フレッ

クスタイム制の採用を提唱しているのは興味深い。 （日本経済新聞， 48.11.13）
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特徴のちがいは，大きく分ければ，所定の責任労働時間の清算を1日単位で

処理するか， 月または週単位で処理するかによっている。ただし前者の場合

（日単位）は，最も単純な形態であって，いわば個人別の「時差出勤制」と

理解してよいであろう。むしろ個人による選択の巾をひろげ自由裁量の余地

を大きくするというフレックスタイム制の本来の観点からすれば，後者の形

態の運用にさまざまの工夫や特徴が示されるのが一般である。ただしその場

合は月または週単位にもとずいて運営するのであるが， その際，所定の責任

労働時間の清算を，当該月または週のうちに完了しなければならない方式

と， 当該清算期間(accountingperiod)を越えて翌月または翌週にもち越

しても処理しうるように認められている方法とに類型化される。 したがっ

て，所定責任時間に不足する借時間(timedebits)と， 所定責任時間を上

廻った貸時間(timecredits)の扱い方ないし清算の仕方について特徴が生

ずるわけである。

以上のような諸点がこの制度の実施に共通する基本的なポイントであるこ
（5） （6）

とを理解しながら，以下において，西ヨーロッパとわが国における代表的な

実施例を紹介しておこう。

メツサーシュミツト本社(西ドイツ、 1967年実施）

榊昌一一一一一面Er-－」…
0

6

FCF C

※時間表示は10進法で、たとえば6.8時間は6時48分である。

単位時間1ケ月 貸借時間±10時間
昼休は最低0.7時間

（5）西ヨーロッパの具体例については，次のものを参考にした。 MichaelWade,

FlexibleWorkingHoursinPractice・労働省「労働時報」No.309(49年1月）

28ページ以下労務行政研究所「労政時報』No.2212(49年3月)59ページ花見・

山口「前掲書』131～156ページ， 156～174ページ。

（6） 日本の具体例については次の資料を参考にした。花見・山口『前掲書」183～

202ページ。労働法令協会「労務管理通信」 vol.13No.20(48年8月）および

vol.15No.8(50年3月）労務行政研究所「労政時報』No.2168(48年3月）およ

UtNo.2270(50年5月）
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ルフトハンザ本社(西ドイツ、 1970年実施）

6．30 9．30 19．0015.00

C

貸借時間±10時間

FF C

始業は夏6.30冬7.00 単位期間1ケ月

昼休は30分

ボン貯蓄銀行(西ドイツ、 1973年実施）
7．00 19.00

昼

F F

この制度はコアタイムなしの自由度の高い特徴的なものである。職員相互の自

主的な調整によって，全員が不在になるようなことのないようにされており，

各人， 1日最低6時間は勤務しなければならない。

営業時間は午前8.00～12.30,午後14.00～16.00(木曜日は18.00まで）

単位期間1ケ月，貸借時間士10時間

昼休は最低30分はとらねばならぬ。

ロンドン.アンド.マンチェスター社（イギリス･保険会社、 1972年実施）

8．00 10．00 12．00 15．00 16．00 19．00

F C F C F

単位期間1ケ月 貸借時間±10時間昼休は12時から15時の間最低30分はとらねばならぬ。
コアタイムはわずか3時間。標準時間は1日7時間、週35時間。

アレン.アンド.ハンバリーズ社（イギリス･化学薬品会社、 1973年実施）

ホワイトカラーの場合

7．30 9．30 12．30 14．30 16．00 18．30

F C F C F

単位期間4週間 貸借時間±8時間

昼休は12.30から14.30の問に最低30分はとる。

ブルーカラーの場合

7．458．15 12．30 13．30 14．30 16．30 17．30

F C （A） （B） C F
F

単位期間4週間 貸借時間は±5時間
昼休は4分の3がAの時間帯内で4分の1がBの時間帯内に最低30分とる。
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(備考）西ヨーロッパで最も広く普及しているとみられているのはスイスで， 1974年
現在，労働力人口の30～40％， 130～170万人が適用を受けている。 イギリスではそれ
ほどではないが， 1974年初頭で約500事業所が実施しているといわれている。そのう

ち比較的広く採用されている分野は保険業で，ついで地方公務員，公共事業体，一部
の国家公務員（保健・社会保障省など）などがある。また化学，機械，食品，飲料，
タバコなどの産業にも見られる。 （｢フレックスタイム制の動き」労務管理通信vol.
15,No.1650年6月24ページおよびMichaelWade,"． c".,Appendix2・ pp､1

07～108）

なお，西ヨーロッパでの採用，普及の実績とは別に，北アメリカ地域でも， まずカ
ナダから始まって，現在ではアメリカ国内にも次第に拡がりつつあるといわれている
(AIvarO・Elbing,HermanGadon, andJohnR.M・Gordon,FlexibleWorking
Hours : Itsabouttime. ,HarvardBusinessReview, January-Februaryl974.

清水勤訳＜フレックスタイム時代はそこまでやってきた＞『近代経営』1974年6月号，
24～25ページ）

ルフトハンザ・ドイツ航空日本支社(東京、大阪､名古屋､従業員数約200名）

当社の従来の固定労働時間制

8．30 17．30

r － 司

即日清算型の個人別時差出勤制

16．00

48年1月実施のフレックスタイム制(第1段階）

7．00 10．00 19．00

F C F

49年1月実施のフレックスタイム制(第2段階)･･･…即日清算型から1ケ月単位制へ、

東京･大阪事務所の約90人対象“

7．30 10．00 16．00 18.30

F C F

所定労働時間は，第1時期には8時間であったが，第2期現在では7．5時間

に短縮されている。これは完全週5日制，年間休日約120日として年間労働

時間約1,820時間にもとづいている。

貸し，借り時間の制度は設けられているが，特別の場合， 7．5時間まで翌月

への繰り越しが認められている以外，かなり厳しく適用されている。
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0017.30 1900 10．009

標準労働時間帯(7.5時間） ‐

…‐労働時間帯(9時間） ‐‐

武藤工業(設計･製図機器、本社東京、従業員500人）

昭和48年11月から実施。

7．00 10．00 12．00 13．00 16．00 19.00

F C C F

8.30←…………フレックス部門以外の労働時間(実働8時間)…………→17．30

契約労働時間は週40時間で，清算は週単位で行われ，貸し，借り時間の繰り越

しは認められていない。

当社の場合， 1日の枠時間が12時間（7時から19時）とかなり長く，それに伴

って， フレックスタイム帯も6時間（午前3時間，午後3時間）と長くなって

いることから，管理職層にとっては， どうしても，従業員の仕事の監督の必要

上その勤務時間が長くなる点が問題であるといわれている。

日本電気精器(電気機器、本社東京、従業員1 ,600人）

昭和48年11月以降実施。

7．30 10．00 12．00 13．00 18.2516．25

F C C F

同社の特徴とされる点は，①協同作業に従事する場合②社外で顧客と打合せが

必要なとき，③社内の関連部課と連係作業が行なわれるとき，④制約時間内に

作業を完了しなければならないときには， フレックス制とは関係なしに，職制

が出勤時間を指定することができるようになっていることである。
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って，毎朝本社前に車が集中して駐車場の確保に混乱したり， タイムレコー

ダーの前に行列が続いて入社・就業に手間どり，早めに出ても遅刻してしま

うのが通常であった。さらに終業時にもまた高速道路の交通ラッシュを避け

ようとして，定時の10～15分前には仕事を止めて帰り仕度にかかることにな

るという繰り返しであった。こうしたことは，従業員のストレスを次第に高

めながらモラールの低下を招き，ひいてはアブセンティーズムの一因ともな

ることが予想され， 全体として生産能率への影響が憂慮されることとなっ

て， ここに何らかの打開策を講ずる必要に迫られたのである。

フレックスタイム制のアイディアがはじめて具体化されたのは， このよう

な事情に結びついていることは興味深いものである。 （そのかぎりでは， も

し所定の責任時間を日々消化すべきことを前提にして，勤務時間を弾力的に

運用するのみであれば， これは日単位のいわば「時差出勤制」ともいうべ

き， 自由度の狭いシンプルな発想＝プランといってよいであろう｡）

ところで， フレックスタイム制は， その具体化の契機が通勤問題におかれ

ていたことは明らかな事実であったが，問題は， このプランがやがて通勤問

題に対する単なる応急対策以上のものとして定着せしめられいったことにあ

るといえるであろう。そのことは要約していえば， フレックスタイム制の採

用・導入が， その動機の如何にかかわらず，結果的に， 当初予想されなかっ

た効果をあらわしたものとして評価されたことである。たとえば①通勤事情

に関連した精神的ストレスや疲労からの解放ないし緩和による心理的な安

定，②仕事と個人的な生活リズムないし家庭事情との調和によるモラールの

改善，③個人の自由選択による自主性の尊重がかえって責任感を高め，職場

での仲間との協力関係やティームワークを促進したなどといわれることがそ
（9）

れである。

（9） メッサーシュミット社が， フレックスタイム制実施後の2年目に管理層を含む

1,985人を対象に試みたアンケート調査の一つに，こうした効果の一端がうかが

われる。MichaelWade,OP. c". ,p､15佐野厚「西欧諸国にみるフレックスタ

イムの現状(4)」労政時報2211号（49年2月）47ページ参照。

また，わが国の場合については，次ページ脚注を参照。


















